
（２） 安心して自転車を利用できる通行空間等の整備

・ 安全な自転車利用を実現するための自転車道を含む

通行空間の整備推進、適切な維持管理

・ 特約を含む損害賠償保険等に対する理解促進と認識向上

・ 自転車損害賠償保険等未加入者への保険加入の促進

本道において、自転車を安心して利用できる環境を整備する

ことは、交通安全の確保はもちろん、日常的な移動手段としての

利便性向上や、観光資源としての魅力発信にも直結する重要な

課題です。自転車は環境負荷の少ない持続可能な交通手段であ

り、都市部から農村部まで幅広い地域での活用が期待されてい

ます。こうした背景のもと、国では令和６年６月に「安全で快適な

自転車利用環境創出ガイドライン」の改定が行われ、自転車が

「車両」であり車道通行が原則という観点に基づき、面的な自転

車ネットワーク計画の作成方法や通行空間の設計の考え方が示

されました。しかしながら、令和７年３月末現在、本道では自転車

ネットワーク計画を策定している市町村は12（全体の6.7%）に

とどまっています。また、これまで本道では、大規模な自転車道

を含む通行空間の整備を進めてきた実績があり、サイクルルート

や通勤通学路として一定の成果を上げてきました。一方で、地域

によって整備状況にばらつきがあり、本道においては、ガイドラ

インを踏まえ、市町村レベルでの自転車ネットワーク計画の策定

を促すとともに、道と市町村が連携し、本道の広域性や地理的特

性を踏まえた計画的な整備を推進し、既存施設の適切な維持管

理を継続的に行うことで、利用者の安全性と快適性を確保して

いくことが求められます。
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道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めていますが、安

心して自転車を利用できる環境の整備には、特約を含む保険制度への理解及び加入促

進が不可欠です。特に、対人・対物賠償を含む特約付き保険の重要性を利用者に分かり

やすく伝える広報活動や、学校・地域団体を通じた啓発が求められます。自治体による

保険加入の義務化や、シェアサイクル事業者による自動付帯型保険の導入など、制度的

な支援の検討も重要です。あわせて、保険加入のメリットや補償内容について、わかりや

すく伝える広報資料や動画コンテンツの活用も効果的です。

さらに、矢羽根型路面表示や案内看板、ピクトグラム等の視認性向上、交差点や合流

地点における動線整理、夜間の視認性向上に向けた照明整備など、空間設計に関して利

用者目線での配慮が求められます。あわせて、快適な自転車利用環境の形成に向けては、

観光地や公共施設周辺における駐輪スペースの確保や、休憩施設の整備も重要な要素

です。

このように、通行空間の整備と維持管理、そして保険加入促進を一体的に進めること

で、道民が安心して自転車を利用できる環境を創出し、「深まる安心感」の実現につなげ

て、本道における自転車利活用のさらなる発展を図っていくことが求められます。

（３） 健康・環境・観光・災害時に資する自転車利用の促進

・ あらゆる世代の健康増進のための、安全で安心な自転車利用の促進

・ 環境に優しく、SDGs達成に貢献する自転車利用の促進

・ サイクルツーリズムの促進に向けた多角的な取組と環境整備の促進

・ 観光利用を含むシェアサイクルの利用拡大による自転車利活用の促進

・ 災害時の対応手段としての活用促進

自転車は、通勤や通学、買い物などの身近な移動手段であるとともに、健康の維持・

増進、環境負荷の軽減、観光資源としての多様な活用、さらには災害時の機動的な移動

手段としても高い価値を持つ交通手段です。本道においても、こうした自転車の特性を

最大限に活かし、地域の実情に応じた利活用の促進を図ることが、持続可能な社会の形

成に向けた重要な取組となります。

健康面においては、自転車の活用は有酸素運動による脂肪燃焼効果や生活習慣病の

予防、ストレス軽減、筋力維持など、あらゆる世代の健康増進に資する効果が期待され

ています。特に高齢者にとっては、歩行に比べ膝への負担が比較的軽いとされ移動範囲

を広げる手段としても有効であり、子どもにとっては運動習慣の定着や交通ルールの

学習機会としても重要です。今後は、年齢や体力に応じた自転車の選択肢（電動アシ

スト自転車、三輪自転車など）の普及促進や、地域の関係機関との連携による利用支

援の充実を通じて、幅広い世代が安全かつ安心して自転車を利用できる環境づくりを

進めていくことが求められます。

環境面では、自転車の利用促進は自動車依存の低減に直結し、温室効果ガスの排

出削減や大気環境の改善に寄与します。特に都市部においては、交通渋滞の緩和や騒

音の低減にもつながり、住環境の質の向上に資するものです。本道が推進している

「北海道SDGs推進ビジョン」との整合を図りながら、自転車を環境負荷の少ない移

動手段として位置づけ、公共交通機関との連携やパーク＆ライドの導入など、地域全

体での脱炭素型モビリティの構築を進めていくことが求められます。
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